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抄　録

　介護老人福祉施設におけるユニット型と従来型の介護職員の業務実態とその負担度との関連性について自計式

タイムスタディ調査結果から比較検証した。ケアワークコードで分類される「移動・移乗・体位交換」および「排

泄」は介護職員一人あたりの業務発生回数の多さと負担度の高さから，従来型施設の介護職員の業務負担を考察

する上で重要な項目であることが示唆された。

　また，「医療」の項目はその発生回数の多さから，「入浴・清潔保持整容・更衣」の項目はその負担度の高さか

ら，ユニット型施設の介護職員の業務を特徴づける項目であることが示唆された。
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１　緒言

介護サービスに対する社会的ニーズは増大しつづけ

ており，社会保障審議会介護保険部会の資料 1）によ

ると「介護人材は 237 ～ 249 万人が必要と推計されて

おり，現在の 149 万人から毎年 6.8 ～ 7.7 万人の人材

を確保していく必要がある」とされている。また，介

護サービス分野は地方の雇用創出に大きな役割を果た

してきた面もあり，労働市場として注目すべき点が多

い。その反面，介護サービスの担い手である介護職員

の離職率の高さは常に指摘されている。公益財団法人

介護労働安定センターによる介護労働実態調査 2）で

は，1 年間の介護労働者の離職率は 16.6％であること

が示されており，厚生労働省発表の平成 25 年上半期

雇用動向調査結果の概況 3）における全産業労働者の

離職率 8.9％を大きく上回るものとなっている。中で

も施設系介護職員（非正規）の離職率は 22.1% と高

い数値を示している。また，離職者の約 73% が勤務

年数 3 年未満のうちに離職しており，定着率の低さが

示唆される。しかし，同調査では従業員の定着率に対

する事業者の認識に関して「定着率は低くない」との

回答が 71.3% 得られたことが明らかとなっている。「定

着率は低くない」と回答した 4,536 事業所の実際の離

職率は 12.9% である。それに対して「定着率が低く困っ

ている」と回答した 1,158 事業所の離職率は 25.2%，「定

着率は低いが困っていない」と回答した 554 事業所の

離職率は 24.4% であり，離職率の差は１％に満たな

いにも関わらず，定着率に関する意識に大きな差が生

まれていることが示唆される。また，施設系（入所型）

の介護職員の 58.4％が「労働条件等についての悩み，

不安，不満等」についての問いに対し「人手が足りな

い」と回答しているが，事業所の 46.6％は介護職員の

過不足の状況について「適当」と回答している。これ

らのことは，介護職員の就労状況は二極化が進んでい

ることを示唆しており，離職率の増加の要因としてあ

げられている民間企業の参入が，今後事態をより深刻

化していく可能性は十分考えられる。

また，2000 年以降厚生労働省により新規に施設を

開設する場合は全個室・ユニットケアを原則とする方

針が出され 2012 年にはその施設数は全体の 36.1％に

上った 4）ものの，当初打ち出されていた，2015 年ま

でに 70％をユニット型個室にするという方針に沿う

までには至っていない。その背景課題として従来型多

床室を備える施設（以後「従来型」とする）からユニッ

ト型個室を備える施設（以後「ユニット型」とする）

への移行後のケアスタッフのストレス増加 5）および

ユニット型施設の職員離職率が従来型施設よりも高い

点 6）などが考えられる。介護老人福祉施設の運営上

の特性から，運営方針が国の施策の影響を受けやすい

ことは明らかであるが，そのことによる現場の混乱に

より利用者やその家族，ケアにあたる職員らが蒙る不

利益はあまりに甚大かつ深刻なものと思われる。

介護現場においてケアの継続性を保ち一定のサービ

スの質を担保するためには安定した人員の確保は不可

欠である。しかし同時にその場限りの人員補充は仕事

の停滞を招き，それまで働いてきたスタッフのストレ

スの増加につながる。これは利用者に対する介護者の

姿勢に大きな影響を与えるものと考えられる。このこ

とは本来ならば蓄積されるべき経験及び技術の損失を

意味し，利用者の生活を支える上での危険因子になり

かねない。

そこで本研究では，政策の方針により生まれた介護

老人福祉施設の中での「ユニット型」と「従来型」と

いうケア体制の違いが，介護職員の業務に関してどの

ような負担の差を生じさせるのかを業務量と業務内容

の比較と相関関係の検討から明らかにし，負担軽減へ

の方向性を示すことを目的とする。

２　研究目的

介護老人福祉施設の中での「ユニット型」と「従来

型」というケア体制の違いが，介護職員の業務に関し

てどのような負担の差を生じさせるのかを業務量と業

務内容の比較と相関関係の検討から明らかにし，負担

軽減への方向性を示すことを目的とする。

３　研究の概要

３. １　調査対象

公益社団法人全国老人福祉施設協議会に所属する介

護老人福祉施設の内，平成 25 年度特別養護老人ホー

ムにおけるユニットケアの個室と従来型の多床室での

居室形態と介護サービスの経営・運営上の課題に関す

る調査研究に関して協力の承諾を得た７施設，介護職

員 131 人とした。

３. ２　調査期間

2013 年 11 月 1 日から 2013 年 12 月 31 日の期間で

調査対象者が勤務する任意の連続 2 日間を業務実態調

査の調査日とした。

３. ３　調査方法

自計式タイムスタディ調査を用いて，調査期間中に

勤務している全職員に勤務時間中の業務内容，業務時

間（単位：分），対象要介護者人数，各業務に対する

精神的・身体的負担度の主観的な５段階評価を記載し

てもらった。なお，業務内容に関しては要介護認定調

査検討会の新版ケアコード表 7）を参照し，該当する

コードを調査対象者に記入してもらった。



表１　ケアワークコード表　（1/2）
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３. ４　分析方法

３. ４. １　業務内容の数値化

調査対象者が記載した介護業務内容は要介護認定

調査検討会の新版ケアコード表を用いて数値化を図っ

た。本研究ではそのケアコードの内，大分類 10 項目（1）

入浴・清潔保持整容・更衣（2）移動・移乗・体位交

換（3）食事（4）排泄（5）生活自立支援（6）社会生

活支援（7）行動上の問題（8）医療（9）機能訓練（10）

対象者に直接関わらない業務，および中分類 74 項目

を使用した。ただし，大分類（10）対象者に直接関わ

らない業務における中分類（101）対象者に関するこ

と（102）職員に関することの 2 項目に関しては大分

類の大まかなカテゴリーとして使用し，本来小分類で

ある 12 項目を中分類（101）－（105），（121）－（127）

の 12 項目として使用している（表１）。



表１　ケアワークコード表　（2/2）
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３. ４. ２　負担度の記載

精神的・身体的負担度を各業務ごとに，「５　非

常に大きな負担である」「４　かなり負担だと思う」

「３　世間並みの負担だと思う」「２　多少負担に思う」

「１　全く負担はない」の 5 件法で調査対象者に記載

してもらった。

３. ４. ３　業務量の算出

職員一人につき一日あたりの業務量に関しては，そ

の業務にかかった時間，対象要介護者人数，業務の発

生回数を大分類および中分類別に合算し，調査日数で

除した値を調査対象職員数分合算した上で，居室形態

別の調査対象職員数で除した。

３. ４. ４　統計解析

Shapiro-Wilk 検定にて精神的・身体的負担度と業務

量の各値の正規分布が棄却されたため，Spearman の

相関をもとに精神的・身体的負担度と業務量の関係

性について分析を行い，ユニット型と従来型のそれ

ぞれの介護職員における負担度と業務量の比較のた

め Mann-Whitney 検定を行った。なお，統計解析には

PASW Statistics 18 for Windows を用いた。

３. ５　倫理的配慮

調査対象施設の施設長，職員に調査の趣旨と方法を

説明し同意を得た。回答内容はすべて ID 化等により

数値化を図り，施設名や個人が特定されないよう配慮

した。

４　結果

４. １　調査票回収数と回収率

調査票発送数は 154 部，回収数は 131 部でその回収

率は 85.1％であった。

４. ２　調査対象の施設および介護職員の基本属性

調査対象者は介護老人福祉施設７施設の介護職員

131 人である。施設の入居者数はユニット型４施設で



表２　調査対象施設および介護職員の基本属性
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131 人，従来型３施設で 193 人であった。入居者の平

均要介護度はユニット型で 3.7（標準偏差 0.4），従来

型で 3.9（標準偏差 0.4）であった。なお介護老人福祉

施設の全国平均要介護度は 3.89 である 8）。ユニット型

の介護職員は 65 人，従来型多床室の介護職員は 66 人

であった。勤務形態はユニット型で常勤 58 人（90.6%）・

非常勤 6 人（9.4%），従来型で常勤 51 人（78.5%）・

非常勤 14 人（21.5%）であった。介護職員の年齢層

で最も回答数が多かったのはユニット型で 50 歳以上

が 18 人（30.0%），従来型で 20 歳～ 29 歳が 29 人（43.9%）

であり，平均年齢はユニット型が 40.3 歳，従来型が

36.3 歳であった。経験年数が 3 年未満と回答した介護

職員はユニット型で 11 人（19.5%），従来型で 19 人

（30.7%）であり，平均経験年数はユニット型で 7.5 年

（標準偏差 5.7），従来型で 7.2 年（標準偏差 5.8）であっ

た。勤続年数が 3 年未満と回答した介護職員はユニッ

ト型で 26 人（41.3%），従来型で 28 人（43.7%）であ

り，平均勤続年数はユニット型で 4.0 年（標準偏差

3.1），従来型で 5.7 年（標準偏差 5.3）であった。転職

経験が有ると回答した介護職員はユニット型で 37 人

（63.8%），従来型で 24 人（38.7%）であった。最終学

歴で最も回答数が多かった項目はいずれの施設形態に

おいても高等学校であり，ユニット型で 29 人（45.3%），

従来型で 21 人（32.3%）であった。（表２）。調査対

象者の取得資格で回答数が最も多かった項目はユニッ

ト型でホームヘルパーが 35 人（53.8%），従来型で介

護福祉士が 46 人（69.7%）であった。ホームヘルパー

資格の取得者に関しては，その級数はいずれの居室形

態においても 2 級と回答した者が最も多かった（表

３）。



表４　大分類介護業務ごとの精神的負担度の平均およびユニット型と従来型の Mann-Whitney 検定による比較

表５　大分類介護業務ごとの身体的負担度の平均およびユニット型と従来型の Mann-Whitney 検定による比較
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表３　取得資格　（複数回答）

４. ３　大分類介護業務ごとの負担度の比較

大分類における介護業務のうち，ユニット型と従来

型それぞれの精神的負担度の平均値の比較に関して有

意差が認められたのは「移動・移乗・体位変換」（ユ

ニット型＜従来型・差 0.18・ｐ <.01），「食事」（ユニッ

ト型＜従来型・差 0.21・p<.05），「生活自立支援」（ユ

ニット型＞従来型　・差 0.4・p<.01）の 3 項目であっ

た。なお精神的負担度が高い平均値を示した項目は，

ユニット型では最も高いものから順に①「入浴・清潔

保持整容・更衣」「排泄」（平均値ともに 2.57）②「移動・

移乗・体位変換」（平均値 2.51）③「機能訓練」（平均

値 2.38）④「社会生活支援」（平均値 2.30）⑤「医療」（平

均値 2.26）となっており，従来型では①「行動上の問

題」（平均値 3.20）②「移動・移乗・体位変換」（平均

値 2.69）③「排泄」（平均値 2.63）④「入浴・清潔保

持整容・更衣」（平均値 2.49）⑤「医療」（平均値 2.45）

となっていた（表４）。

また，身体的負担度の平均値比較にて有意差が認め

られたのは「入浴・清潔保持整容・更衣」（ユニット

型＞従来型・差 0.2・p<.05），「移動・移乗・体位変換」

（ユニット型＜従来型・差 0.45・p<.001），「排泄」（ユニッ

ト型＜従来型・差 0.21・p<.01），「医療」（ユニット型

＞従来型・差 0.35・p<.01），「対象者に直接かかわら

ない業務」（ユニット型＞従来型・差 0.02・p<.05）の

５項目であった。「移動・移乗・体位変換」に関しては，

精神的負担度と身体的負担度の双方において有意差が

認められ，いずれも従来型の方が高い平均値を示した。

身体的負担度が高い平均値を示した項目は，ユニッ

ト型では最も高いものから順に①「入浴・清潔保持・

更衣」（平均値 2.76）②「移動・移乗・体位変換」（平

均値 2.73）③「排泄」（平均値 2.67）④「機能訓練」（平

均値 2.33）⑤「医療」（平均値 2.08）であり，従来型

では①「移動・移乗・体位変換」（平均値 3.18）②「行

動上の問題」（平均値 3.00）③「排泄」（平均値 2.88）

④「入浴・清潔保持整容・更衣」（平均値 2.56）⑤「食

事」（平均値 1.96）となっていた（表５）。



表６　大分類介護業務ごとの精神的負担度と身体的負担度の相関（Spearman)

表７　大分類介護業務ごとの発生回数および介護職員一人あたりの発生回数
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大分類介護業務ごとの精神的負担度と身体的負担

度の間において，ユニット型では強い正の相関が「入

浴・清潔保持整容・更衣」（Spearman による相関係数

r=.83 ）「移動・移乗・体位変換」（r=.79）「食事」（r=.73）

「排泄」（r=.74）「医療」（r=.78）「機能訓練」（r=.91）「対

象者に直接かかわらない業務」（r=.72）の７項目で認

められ，中程度の正の相関が「生活自立支援」（r=.59）

で，中程度の負の相関が「社会生活支援」（r=.63）で

認められた。従来型では強い正の相関が「入浴・清潔

保持整容・更衣」（r=.85）「移動・移乗・体位変換」（r=.75）

「食事」（r=.80）「排泄」（r=.80）「生活自立支援」（r=.80）

「社会生活支援」（r=.72）「機能訓練」（r=.73）「対象者

に直接かかわらない業務」（r=.74）の８項目でみられ，

中程度の正の相関が「医療」（r=.40）で認められた。「行

動上の問題」に関しては，ユニット型・従来型双方に

おいて，有意な相関が認められなかった（表６）。

大分類介護業務ごとの発生回数については，ユニッ

ト型では最も多かったものから順に①「対象者に直接

関わらない業務」（768 回）②「食事」（706 回）③「排泄」

（397 回）④「移動・移乗・体位変換」（354 回）⑤「入

浴・清潔保持整容・更衣」（272 回）であり，従来型

では最も多かったものから順に①「対象者に直接関わ

らない業務」（826 回）②「排泄」（553 回）③「食事」

（487 回）④「移動・移乗・体位変換」（468 回）⑤「入

浴・清潔保持整容・更衣」（333 回）であった。介護

職員一人あたりの発生回数でユニット型の方が多かっ

た項目は，その差が大きかったものから順に①「食事」

（差 4.36 回）②医療（差 3.95 回）③「生活自立支援」（差

0.45 回）④「機能訓練」（差 0.08）であり，従来型の

方が多かった項目は，その差が大きかったものから順

に①「排泄」（差 2.45 回）②「移動・移乗・体位変換」

（差 1.11 回）③「入浴・清潔保持整容・更衣」（差 1.02）

④「社会生活支援」（差 0.43）⑤「行動上の問題」（差

0.25 回）⑥「対象者に直接関わらない業務」（差 0.12 回）

であった。（表７）

５　考察

大分類介護業務ごとの精神的負担度の平均値に関し

てユニット型と従来型の間で有意差が認められたのは

「移動・移乗・体位交換」「食事」「生活自立支援」の

３項目であり，その内「移動・移乗・体位変換」「食事」

の２項目は従来型の方が高い値を示した（表４）。「移

動・移乗・体位変換」の介護職員一人あたりの業務発

生回数は従来型の方が多い結果となっている（表７）。

同時に「生活自立支援」の精神的負担度はユニット型

の方が有意に高く（表４），介護職員一人あたりの業

務発生回数もユニット型の方が多い結果となった（表

７）。以上のことから，「移動・移乗・体位交換」と「生

活自立支援」の２項目の業務の精神的負担に業務発生
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回数が関与している可能性が示唆されたが，業務発生

回数の多寡が業務負担に影響を与えているかどうかを

検討するには，業務発生回数と業務時間，対象要介護

者人数など他の要因との関連性を検証する必要があ

る。

一方「食事」の精神的負担度は従来型の方が有意に

高い値を示しているが，介護職員一人あたりの業務発

生回数はユニット型の方が多く，従来型との差が最も

ひらいている（表７）ことから，「食事」の精神的負

担には業務発生回数が関与している可能性が低いこと

が示唆された。

大分類介護業務「移動・移乗・体位交換」における

中分類介護業務は「敷地内の移動」「移乗」「起座」「起立」

「その他の体位交換」「介助用具の着脱」「その他」の

７項目に分かれており（表１）「敷地内の移動」のた

めに「介助用具の着脱」「起座」「起立」「移乗」の必

要が生ずるといった，各項目における業務が他の業務

に連続して行われる可能性が考えられる。このことは，

例えば「移乗」して「敷地内を移動」して「入浴」「食事」

「排泄」などを行うといった大分類を超えた介護業務

との間でも日常的に行われていると想定される。その

ため，大分類介護業務「移動・移乗・体位交換」にお

ける負担要因を検証するにあたっては，一人の職員が

その業務の次にどのような業務を行っているかを全介

護業務の中分類介護業務のレベルで検証し，業務に対

する負担度と発生回数の関係性を検討する必要があ

る。一方で大分類介護業務「生活自立支援」における

中分類介護業務は「洗濯」「清掃・ゴミの処理」「整理

整頓」「食べ物の管理」「金銭管理」「戸締り・火の始

末・防災」「目覚まし・寝かしつけ」「その他の日常生

活」「相談・助言指導を含む，その他のコミュニケーショ

ン」「その他」の 10 項目に分かれており（表 1）各項

目の業務内容は「移動・移乗・体位変換」の中分類介

護業務に比べて独立性が高い。そのため，大分類介護

業務「生活自立支援」の負担度と発生回数との関連を

検証するにあたっては，中分類介護業務においての負

担度と発生回数を個々で検討する必要があると考えら

れる。ちなみに「生活自立支援」の中分類介護業務の

中で最も発生回数の差が大きい項目は「相談・助言指

導を含む，その他のコミュニケーション」であり，ユ

ニット型では 67 回，従来型では 37 回でその差は 30
回であった。この項目に関しては精神的負担度の平均

値比較においてユニット型の方が有意に高い（ユニッ

ト型：2.69，従来型：1.78，p<.05）ことが今回の調査

で明らかになっており，業務時間，業務比率，対象要

介護者人数等も勘案した上での考察が今後必要である

と考えられる。

また，大分類介護業務ごとの身体的負担度の平均値

に関してユニット型と従来型の間で有意差が認められ

たのは「入浴・清潔保持整容・更衣」「移動・移乗・

体位交換」「排泄」「医療」「対象者に直接関わらない

業務」の５項目であった（表５）。その内「移動・移

乗・体位交換」「排泄」の２項目では従来型の方が高

い身体的負担度を示しており（表５）いずれの業務も

従来型の方が介護職員一人あたりの業務発生回数が多

く（表７），同時に「医療」ではユニット型の身体的

負担度の方が高い値を示しており（表５），介護職員

一人あたりの業務発生回数も多い結果となった（表

７）。以上のことから「移動・移乗・体位交換」「排泄」「医

療」の３項目の業務の身体的負担に業務発生回数が関

与している可能性が示唆されたが，精神的負担度と同

様に業務発生回数と業務時間，対象要介護者人数など

他の要因との関連性を検証する必要がある。同時に，

「入浴・清潔保持整容・更衣」「対象者に直接関わらな

い業務」の身体的負担度の平均値はユニット型の方が

有意に高い値を示しているが（表５）介護職員一人あ

たりの発生回数は従来型の方が多い（表７）ことから，

「入浴・清潔保持整容・更衣」「対象者に直接関わらな

い業務」の２項目の業務の身体的負担に業務発生回数

が関与している可能性が低いことが示唆された。

「移動・移乗・体位交換」は従来型施設の介護職員

の身体的負担度の平均値では最も高く（表５），精神

的負担度の平均値においても２番目に高い値を示し

ており（表４），精神的・身体的双方の負担度の平均

値がユニット型を上回る結果となった（表４，表５）。

さらに「移動・移乗・体位交換」は対象者に直接関わ

る業務の中では，従来型施設の介護職員一人あたりの

業務発生回数が２番目に多い項目でもある（表７）。

「排泄」は対象者に直接関わる業務の中では従来型

施設の介護職員一人あたりの業務発生回数が最も多い

項目であり（表７），その負担度は精神的・身体的負

担度の平均値がともに３番目に高い値となっている。

以上のことから大分類介護業務「移動・移乗・体位

交換」と「排泄」の項目は従来型施設の介護職員の業

務負担を考察する上で重視するべき要因を内包する可

能性があることが示唆された。鈴木 9）は職務に対す

るストレッサーとしての介護的仕事の負荷および情緒

的消耗感について従来型のほうが有意に高いとしてお

り，この２項目は日常的に従来型のほうが発生回数が

ともに多いことから，従来型の施設職員のストレスや

負担に影響を与え，バーンアウトの要因となっている

可能性が示唆された。

一方でユニット型施設における大分類介護業務「医

療」の発生回数は従来型施設の５倍を超える値を示し

ており，介護職員一人あたりの業務発生回数を従来型

施設と比較すると，その差は「食事」に次いで２番目

に多い結果となった（表７）。「医療」の中分類介護業

務の項目は「薬剤の使用」「呼吸器，循環器，消化器，

泌尿器にかかる処置」「運動器・皮膚・眼・耳鼻咽喉・

歯科及び手術にかかる処理」「観察・測定・検査」「指導・
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助言」「病気の症状への対応」「その他」の７項目となっ

ており（表１）その内容が多岐にわたっているため大

分類介護業務の側面からのみでは身体的負担度と発生

回数との関連性は検証しづらいと思われる。そのため

中分類レベルでの詳細な検証が必要であるが，従来型

施設では看護職対応となっている業務の一部がユニッ

ト型施設においては介護職員の業務として行われてい

る可能性もあり，人員配置も含めた検証の必要性が示

唆された。

また，「入浴・清潔保持整容・更衣」はユニット型

施設の介護職員の精神的負担度の平均値が「排泄」と

並んで最も高い項目であり（表４），身体的負担度の

平均値においても最も高い値を示している（表５）こ

とから，ユニット型施設の介護職員の業務負担につい

て考察する上で重要な項目であるといえる。「入浴・

清潔保持整容・更衣」の中分類介護業務の項目は，「入

浴」「清拭」「洗髪」「洗面・手洗い」「口腔・耳ケア・

爪切り」「月経への対処」「整容」「更衣」「その他」の

９項目であるが（表１），施設全体において最も精神的・

身体的負担度が高い項目は「入浴」であり，その業務

発生回数も９項目の内最も多いことが今回の調査では

あきらかになっている。また，ユニット型にのみ認め

られた中分類介護業務「入浴」の業務発生回数の傾向

として１人の職員が１日のうちに午前と午後の２回入

浴介助にあたっているケースが４件あり，４件中３件

が精神的・身体的負担度をともに「５」と回答してい

る点もあきらかとなった。このことから，おなじ業務

に携わっている職員間に業務の不均衡が生じ，その負

担度に影響をあたえている可能性が考えられるが，業

務発生回数との関連性からでは説明がつかないため，

人員配置，業務時間，対象要介護者人数など他の要因

との関連性からの更なる検証が必要である。大分類介

護業務「医療」「入浴・清潔保持整容・更衣」の項目

の検証からうかがえたユニット型施設特有の業務分担

や勤務形態はユニット型における人員配置の試行錯誤

を感じさせるものであり，その背景にある職員数の不

足を示唆している。柏原 10）は愛知県における施設形

態別の常勤介護職員の離職率を比較した結果，ユニッ

ト型施設のほうが従来型施設よりも有意に高かったと

し，調査対象の施設の内で事業開始後経過年数が５年

未満であるものは全てユニット型施設であることを

示した上で，開始後３年未満の事業所では離職率が

39.4％と非常に高い数値であり，経過年数が上がるに

つれその離職率は低下することを明らかにしている。

これらのことから，加算取得の影響による職員の

勤務体制の不均衡が事業開始後経過年数が浅い事業所

で発生しやすいためユニット型の施設で多く見られる

傾向にあるということを考察する上で大分類介護業務

「医療」「入浴・清潔保持整容・更衣」は重要な項目で

あることが示唆された。調査対象施設の離職率，事業

開始後経過年数，介護職員の勤続年数も踏まえた更な

る検証が必要である。

６　結論

本研究で介護老人福祉施設における介護職員の業務

実態とその負担度との関連性について検証した結果，

ケアワークコードで分類される「移動・移乗・体位交

換」および「排泄」は，介護職員一人あたりの業務発

生回数の多さと負担度の高さから，従来型施設におけ

る介護職員の業務負担を検証する上で重視するべき項

目であることが示唆されたが，負担要因の検討には業

務時間，対象要介護者人数など他の要因も加えた検証

の必要性があきらかとなった。

また，「医療」の項目はその発生回数の多さから，「入

浴・清潔保持整容・更衣」の項目はその負担度の高さ

から，ユニット型施設の介護職員の業務を特徴づける

項目であることが示唆されたが，調査対象施設の離職

率，事業開始後経過年数，介護職員の勤続年数もふま

えた更なる検証の必要性が明らかとなった。

その研究は長期的な視点からの分析が肝要であると

考えられ今後の研究課題である。
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Abstract

We conducted a comparative study of the care staff of unit-type and conventional-type special nursing homes for the 
elderly regarding the relation between their actual conditions and their workload from the results of a self-reported time 
study. From care work code analysis, it was suggested that “movement, transfer and position change”, as well as excretion, 
were important items for considering the burden of the care staff in the conventional-type facilities from the frequency and 
the burden level. The frequency of medical treatment and the burden level of bathing, keeping clean and changing clothes 
were suggested to be items which characterized the work of the care staff in the unit-type facilities.

Key words：special nursing home for elderly, care staff, unit-type, conventional-type, self-reported time study


